
「法人間連携、合併、事業譲渡等」に
ついて

島根県健康福祉部地域福祉課

この資料は令和3年6月1日現在の資料であり、今後の社会福祉連携推進法人の制度施行に向けての通知等により、内

容が変更となる場合がありますので、今後の情報に注意してください。
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①社会福祉法人の状況

社会福祉法人の事業展開が必要とされる

その背景を現状から考えてみましょう。
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社会福祉法人の数の変遷

法 人 数 全 国 法 人 数 島 根 県 施設運営法人 全 国

施設運営法人 島 根 県 施設運営法人(新規認可） 全 国 施設運営法人(新規認可） 島 根 県

➣ この資料から、法人

数は、近年はほぼ横

ばいの数で推移して

います。

➣ 新規に認可を受ける

施設運営法人は、ほ

ぼ横ばいですが、減

少傾向にあります。

出典：福祉行政報告例より



1億円 1億円以上 5億円以上 10億円以上 15億円以上 20億円以上 30億円

未満 5億円未満 10億円未満 15億円未満 20億円未満 30億円未満 以上

n=408 n=4,524 n=1,957 n=704 n=325 n=250 n=182

従事者数 人 16.3 48.4 121.2 204.5 286.8 390.0 646.0

人件費率 ％ 70 69.3 66.7 66.3 66 66.5 66.3

経費率 ％ 21.5 22.3 24.3 24.7 24.5 24.9 25.5

減価償却費率 ％ 4.4 4.4 5.0 5.0 4.9 4.7 4.5

サービス活動収益対サービス活動増減差額比率 ％ 0.7 3.0 2.8 2.9 3.2 2.7 2.7

経常収益対経常増減差額比率 ％ 1.1 3.2 2.9 2.9 3.3 2.8 2.6

従事者1人当たりサービス 活動収益 千円 4,822 5,380 5,816 5,914 5,993 6,154 6,620

従事者1人当たり人件費 千円 3,375 3,726 3,880 3,922 3,953 4,093 4,391

労働分配率 ％ 94.6 94.5 94.3 94.4 93.4 94.5 94.8

赤字割合 ％ 43.4 29.5 28.6 25.1 20.6 22.8 18.1

2018年度社会福祉法人の経営状況（サービス活動収益規模別・平均）

区 分

※ 独立行政法人福祉医療機構貸し付け法人が対象

出典：２０１８年度社会福祉法人の経営状況について（独立行政法人福祉医療機構）

この資料から、サービス活動収益規模の
大きい法人ほど、赤字割合が小さいことが
分かります。





平成28年改正社会福祉法の措置内容 措置状況・評価
１．経営組織の ガバナ
ンスの強 化

○議決機関としての評議員会を必置 ※理事等の選任・解任や役員報
酬の決定など重要事項を決議 (注）小規模法人について評議員定数に
係る経過措置を設ける。

経過措置対象の4,374法人のうち、定数確保済みの法人数 96.6％ ※福祉基盤課調べ（令和
元年12月１日時点） ※令和２年３月までに選任完了見込み含む

○役員・理事会・評議員会の権限・責任に係る規定の整備 （把握している罰則適用事例はない

○親族等特殊関係者の理事等への選任の制限に係る規定の整備 -

○一定規模以上の法人への会計監査人の導入 収益30億円/負債60億円超の法人全てに設置
※387法人（令和元年12月１日時点福祉基盤課調べ）

２．事業運営の 透明性
の向上

○閲覧対象書類の拡大と閲覧請求者の国民一般への拡大 H29より財務諸表等電子開示システムを運用

○財務諸表、現況報告書（役員報酬総額、役員等関係者との取引内容
を含む。）、 役員報酬基準の公表に係る規定の整備 等

財務諸表等電子開示システムによる公表法人 99.4％
※20,836法人/20,972法人（令和２年４月１日時点）

３．財務規律の 強化 ○役員報酬基準の作成と公表、役員等関係者への特別の利益供与を
禁止 等

－（把握している罰則適用事例はない）

○純資産から事業継続に必要な財産（※）の額を控除し、福祉サービス
に再投下可能 な財産額（「社会福祉充実残額」）を明確化

社会福祉充実財産総額 4,546億円（前年差 393億円減）
※福祉基盤課調べ（令和元年12月時点）

○再投下可能な財産額がある社会福祉法人に対して、社会福祉事業
又は公益事業の 新規実施・拡充に係る計画の作成を義務づけ

社会福祉充実財産発生法人は全体の9.8％
※2,045法人（令和元年12月時点福祉基盤課調べ）

４．地域におけ る公益的
な取組 を実施する責務

○社会福祉事業又は公益事業を行うに当たり、日常生活又は社会生
活上支援を要す る者に対する無料又は低額の料金で福祉サービスを
提供することを責務として規定

地域における公益的な取組の実施に関する現況報告書への 記載割合 53.8％
※出典：財務諸表等電子開示システム（平成31年４月１日時点）

５．行政の関与 の在り方 ○都道府県の役割として、市による指導監督の支援を位置づけ H29に指導監査ガイドラインを策定・公表

○経営改善や法令遵守について、柔軟に指導監督する仕組み（勧告
等）に関する規定 を整備

勧告件数 29件 公表件数 1件
※出典：福祉行政報告例（平成30年度実績）

○都道府県による財務諸表等の収集・分析・活用、国による全国的な
データベースの 整備

H29より財務諸表等電子開示システムを運用 H29より、所轄庁において財務諸表等電子開示
システムのデ ータを集計・分析できるよう措置

社会福祉法人制度改革（平成28年改正社会福祉法）の実施状況

令和元年１２月時点での直近のデータを集約した資料です。
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②「社会福祉法人の連携・協働」を検討する背景

皆様の法人、施設等で、その運営に関して２０
年後を見据えてみましょう。

今は、経験が浅い職員さんも、２０年後は中堅
職員となっていらっしゃいます。

法人にとって、今後の人材育成をどのように
図っていかれますか？

また、人材の確保が難しい今日の状況があり
ますが、２０年後にはその状況は、改善されてい
るのでしょうか？













社会福祉法人の事業展開等に関する検討会 開催趣旨

• 人口減少や急速な高齢化、地域社会の脆弱化等、社会構造が変化

• 福祉ニーズが多様化・複雑化する中で既存の社会保障や福祉政策にとどまらない切れ目のない生

活支援サービスへの期待など、法人を取り巻く環境は大きく変化

• 2040年に向けて、現役世代（担い手）の減少が課題となる中、中長期的に、人手不足などの問題

が更に深刻化する恐れ

• 法人を取り巻く環境や福祉ニーズが変化していることや、「経済政策の方向性に関する中間整理」

を踏まえ、社会福祉法人の事業展開等の在り方について検討を行うため、有識者による検討会を開催







法人間連携 複数の法人間で協力関係を構築すること。

連携の範囲や内容などの明確な定義はなく、地域課題等に対して協働で対応すること、人材確保や災害対

応等を法人間で協力することなどの取組等が行われます。

合併 複数の社会福祉法人が、吸収合併または新設合併により統合すること。

社会福祉法に規定されている合併は、社会福祉法人間のみで認められている。

事業譲渡等（※事

業譲渡と事業譲

受を総称して「事

業譲渡等」とい

う。）

特定の事業を継続していくため、当該事業に関する組織的な財産を他の法人に譲渡・譲受すること。

土地・建物などの単なる物質的な財産だけではなく、事業に必要な有形的・無形的な財産のすべてを他の法

人に譲渡・譲受すること。

社会福祉法人による事業展開

地域における福祉サービスを持続し発展させて、地域への貢献活動等を行っていくためには、希望する法人において、法人間連

携、合併、事業譲渡等（以下「事業展開」という）を行うことが、有効な方策の一つであると考えられています。なお、社会福祉法人の

有する性格より、社会福祉法人の事業展開は、公益性・非営利性を十分に発揮し、社会福祉法人に寄せられている期待に応える非

営利法人として、経営基盤を強化し良質かつ適切な福祉サービスの提供が実現しうる観点から行われるべきと考えられます。



事業展開により期待される効果

このような事業展開により、以下のような効果が期待されています。

事業展開全体で

期待される効果

○新たな福祉サービスや複雑化、多様化に対応した取組の展開

個々の法人では資源の不足等により新たに取り組むことが難しい場合であっても、複数の法人が連携、協

力し、資源を補いあうことで取組が可能。

・様々な地域生活課題に対する総合相談支援体制の強化

・新たな支援・サービスの創出

・緊急・窮迫した状況への迅速な現物給付の実施

・全世代型の居場所づくり、見守りの展開

○一法人では対応が難しい課題への対応

・外国人材の確保など人材確保の促進

・研修の共同実施

・災害時への備え、体制の構築

法人間連携で期

待される効果

合併、事業譲渡等の手続きと比較し容易に取り組むことができ、意思決定から短期間で柔軟に実行に移し

やすい。



合併で期待される

効果

○法人が一体となることによる経営基盤の強化、事業効率化

・法人が一体となり、本部機能や財務基盤が強化されることにより、事業の安定性と継続性が高まり、建物の

修繕や設備の増強など、サービスの質の向上に向けて積極的に設備投資を行うことが可能。

・スケールメリットを活かし、資材調達などのコスト削減することが可能。

○サービスの質の向上、組織活性化

・相手方法人の人材、ノウハウ、設備等資源を活用し、既存の資源の補完や高度な活用が促され、サー

ビスの質の向上。

・新たな種別の施設の運営は、提供するサービスの幅の広がり。

・互いの法人が有機的に結合し、職員間の意識が刺激され、新たな法人風土の醸成。

○人材育成

・新たな領域の知識・技能・経験を持つ職員を確保し、人事交流促進と職員のスキル拡大・向上。

・規模拡大によって教育への投資が拡大し、外部講師招へいや外部研修への参加機会の確保など、充

実した教育機会の提供。

事業譲渡等で期

待される効果

合併において挙げられている効果に加え、以下が考えられます。

○事業継続が困難な社会福祉事業の継続

事業継続が困難になっている社会福祉事業について、事業譲渡等により、事業継続の可能性が広がり

○事業拡大、拡充の負担軽減

事業譲受で、即戦力の資源を活用でき、新設、増設する場合よりも、迅速な事業展開や、事業化までの負担

の軽減、事業の拡大、拡充
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③「社会福祉連携推進法人」について

制度の導入を、法体系の整備から考えてみ
ましょう。

今回の法改正は、どのような枠組みで考えら
れたのでしょうか？

地域共生社会の実現のため、どのような包
括的な福祉サービス提供体制が構築できるの
でしょうか？



社会福祉連携推進法人の制度化について

現役世代の減少が見込まれる中、複数の法人が事業の一部を協働化することにより事業の効率性を高めるとともに、

サービスの質の向上につなげることを目指し、2019年4月から厚生労働省の社会福祉法人の事業展開等に関する検

討会などで社会福祉法人の事業連携、経営の協働化・大規模化、合併等が議論されてきました。

これまでの制度下では、社会福祉法人間の連携方策において「社会福祉協議会や法人間の緩やかな連携」か「合併、

事業譲渡」しかない点が課題となっていました。

「合併」は社会福祉法人に限っていうと年間10～20件程度しか成立していませんでした。

良質な福祉サービスの提供と社会福祉法人の経営基盤の強化に向けた連携を促進するため、現行制度の狭間を補

うことを目的に、社会福祉法人の自主性を確保しつつ、法的ルールの整った一段深い連携、協働化を可能とし、一部

の業務で連携法人と社員との資金融通を限定的に認めるなどの特徴を有する新たな制度として構築されました。

具体的な運用面については、「社会福祉連携推進法人の運営の在り方等に関する検討会」の報告を受け、今後具

体的な通知等で示される予定です。



地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を
改正する法律 令和2年6月成立 令和3年4月施行

• 地域共生社会の実現を図るため、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な福祉

サービス提供体制を整備する観点から、

①市町村の包括的な支援体制の構築の支援、

②地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進、

③医療・介護のデータ基盤の整備の推進、

④介護人 材確保及び業務効率化の取組の強化、

⑤社会福祉連携推進法人制度の創設等の所要の措置を講ずる。



「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」の公布
令和2年6月12日

第一 改正の趣旨

地域共生社会の実現を図るため、地域生活課題の解決に資する支援を包括的に行う市町村の事業に対す

る交付金及び国等の補助の特例の創設、地域の特性に応じた介護サービス提供体制の整備 等の推進、医

療・介護のデータ基盤の整備の推進、社会福祉連携推進法人に係る所轄庁の認定制度の創設、介護人材

確保及び業務効率化の取組の強化等の所要の措置を講ずること。



「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」の公布について（通知）

一 施行期日

この法律は、令和三年四月一日から施行するものとすること。ただし、次の事項は、それぞれに定める日か

ら施行するものとすること。（附則第１条関係）

※社会福祉連携推進法人制度については、公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定

める日

二 検討規定

政府は、この法律の施行後５年を目途として、この法律による改正後のそれぞれの 法律の規定について、

その施行の状況等を勘案しつつ検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を

講ずるものとすること。（附則第２条関係）

「社会福祉連携推進法人の運営の在り方等に関する検討会」を設置

１ 社会福祉連携推進法人の業務内容

２ 社会福祉連携推進法人のガバナンスルール

３ 社会福祉連携推進法人による貸付けの実施方法 等について検討

初回は令和2年11月9日



構成員
・川原 丈貴

川原経営グループ 代表
・田中 滋 （座長）

埼玉県立大学 理事長
・松原 由美

早稲田大学人間科学学術院 准教授
・宮川 泰伸

独立行政法人福祉医療機構福祉医療貸付部福祉審査課長
・山田 尋志

地域密着型総合ケアセンターき たおおじ 代表

法律に規定された社会福祉連携推進法人の運営については、令和３年５月１４日に下記の検討会で対応の方
向性として報告書がまとめられました。

検討スケジュール
● 第1回 11月９日

論点整理
● 第2回 12月10日

総論、地域福祉推進業務、災害支援業務等の審議
● 第3回 2月9日

社会福祉連携推進業務等の審議
● 第4回 3月8日

論点整理：社会福祉連携推進業務・法人ガバナンスルー
ル等の審議

● 第5回 4月26日
運営の在り方等に関する検討会とりまとめ案の審議

● 第6回 5月14日
運営の在り方等に関する検討会とりまとめ

社会福祉連携推進法人の運営の在り方等に関する検討会

審議経過及びとりまとめられた報告書の詳細は、下記のURLを参照してください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_14486.html





項目 内容の抜粋

１．連携法人の認定 （１）法人格は一般社団法人
（２）所轄庁の認定が必要

２．機関設計 理事会の設置(理事6名以上、監事2名以上)

３．社員の範囲 （１）社会福祉事業を行っている法人、その他連携業務を行うもの(社会福祉従事者育成機関等)
社会福祉法人、医療法人、NPO法人、株式会社などが想定される

（２）社会福祉事業を行っている法人が２以上必要
（３）社員の過半数が社会福祉法人であること

４．連携法人の経費 （１）社員からの会費
（２）社員からの業務委託費(事務委託など)

５.議決権 （１）１社員１議決権
（２）社会福祉法人の議決権の総数が議決権の過半数を占めることが必須

６．合併 連携法人の合併は認められない

７．連携法人に参加
するメリット

（１）原則認められていない社会福祉法人からの貸付が連携法人を通じて可能となる
(この貸付は、社会福祉充実残額算定上の控除対象財産）

（２）スケールメリットで、様々な経費の調達コストを低くできる
（３）人材採用がしやすくなる
（４）参加法人間での職員の交流がしやすくなる
（５）職員育成(研修など)を共同でできる
（６）合併買収に比べ、連携が容易

社会福祉推進連携法人の概要



まずは、社会福祉法条文から制度の全体像を把握しましょう。

該当条文 条文の見出しとなる項目 条文の概要

１２５条 社会福祉連携推進法人の認定 　所轄庁の認定を受けることができる社会福祉連携推進法人の認定に関する適合基準を規定

１２６条 認定申請
　所轄庁の認定を受けることができる社会福祉連携推進法人の認可の申請に際して添付する
書類及び記載事項について規定

１２７条 認定の基準 　所轄庁の認定を受けることができる社会福祉連携推進法人の適合基準を規定

１２８条 欠格事由
　社会福祉連携推進業務を行う法人としての一般社団法人が、社会福祉連携推進の認定を受
けることができない事項を規定

１２９条 認定の通知及公示
　所轄庁が社会福祉連携推進の認定を行ったときは、その申請を行った者（社会福祉連携推
進業務を行う法人としての一般社団法人）に通知するともに公示する旨の規定

１３０条 名称 　使用する名称について規定

１３１条 準用
　社会福祉連携推進認定の所轄庁は、社会福祉法人の所轄庁（法３０条）を準用することを
規定

１３２条 社会福祉連携推進法人の業務運営

　地域における良質な福祉サービスの提供及び社会福祉法人の経営基盤の強化に向けた連携
を促進するため、社会福祉法人間の連携方策に対し、社会福祉法人の自主性を確保しつつ、
連携を強化できる新たな選択肢の一つとして、社会福祉法人を中心とする非営利法人である
社会福祉連携推進法人を位置付け、その業務運営について規定



該当条文 条文の見出しとなる項目 条文の概要

１３３条 社員の義務

　一般社団法人であるため、社員という位置づけを明示しなければならないことの規定
　社員は、社会福祉事業を行っている社会福祉法人、その他連携業務に関する業務を行う
者（社会福祉従事者養成機関等）とし、社会福祉事業を行っている社会福祉法人が２以上、
かつ、社員の過半数が社会福祉法人であることを必須条件にしている
　したがって、社会福祉法人における評議員会は、連携法人においては社員総会となる

１３４条 委託募集の特例等
　社会福祉連携推進法人が、社会福祉従事者を共同で募集する場合、業務が円滑に行えるよ
う特例を規定

１３５条 委託募集の特例等
　公共職業安定所が、その募集が効率的かつ適切に実施できるよう、情報提供や募集等につ
いて指導助言を行うことを定めた規定

１３６条 評価の結果の公表等

　社会福祉連携推進法人は、社会福祉連携推進評議会（以下「評議会」という。）を置き、
福祉サービスを受ける立場にある者、社会福祉に関する団体、学識経験を有する者その他の
関係者の構成員が、社会福祉連携推進方針に照らした業務の実施状況の評価が評議会におい
て行われた場合、その評価の結果及び意見を尊重する旨の規定

１３７条 社会福祉連携推進目的事業財産
　社会福祉連携推進業務を行うために寄附や助成を受けた財産について規定（社会福祉連携
推進業務以外の目的で寄附又は助成されたものは、この財産から除かれる）

１３８条 計算書類等
　社会福祉推進連携法人の計算書類は、社会福祉法人の会計処理及び報酬等を準用し、読み
替える旨の規定

１３９条 定款の変更等
　社会福祉連携推進法人が定款を変更した場合、社会福祉法人と同様に変更の手続きを行う
旨の規定

１４０条 社会福祉連携推進方針の変更
　法１２６条において認可を受けたときの社会福祉連携推進方針を変更した場合、認定所轄
庁（社会福祉連携推進方針を認定した所轄庁）の認定を受けなければならない旨の規定

１４１条 解散及び清算 　社会福祉法人の解散及び精算の手続きを準用する旨の規定



該当条文 条文の見出しとなる項目 条文の概要

１４２条 代表理事の選定及び解職

　社会福祉連携推進法人に理事会を規定しており、その理事の中から代表理事を選定するこ
ととしている。
　この代表理事の選定及び解職については、認定所轄庁の許可を受けなければならない旨の
規定

１４３条 役員等に欠員を生じた場合の措置等
　社会福祉連携推進法人の役員（理事及び監事）並びに会計監査人に欠員が生じた場合は、
社会福祉法人の役員等の欠員について準用する旨の規定

１４４条 監督等
　社会福祉法人の所轄庁が行う監督、知事等の協力、所轄庁への提出及び社会福祉法人の情
報の公開等並びに厚生労働大臣及び都道府県知事の支援について、社会福祉連携推進法人に
準用する旨の規定

１４５条 社会福祉連携推進認定の取消し 社会福祉連携推進法人の認定の取消しについて規定

１４６条
社会福祉連携推進認定の取り消しに伴
う贈与

　社会福祉連携推進認定の取り消された場合、法１２７条５号ルに規定する社会福祉連携推
進法人の定款の定めにより財産の処分を行う旨の定め
　法１２７条５号ルでは、認定の取消し処分の日から一月以内に国、地方公共団体又は社会
福祉法人その他に贈与することとしている

１４７条
一般社団法人及び一般財団法人に関す
る法律の適用除外

　①名称、②監事の任期、③貸借対照表の公告、④合併（社会福祉連携推進法人は合併でき
ない）については、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律を適用しない旨の定め

１４８条 政令及び厚生労働省令への委任

　社会福祉連携推進認定及び社会福祉連携推進法人の監督については政令に委任することを
規定
　社会福祉連携推進認定及び社会福祉連携推進法人の定款の変更及び代表理事の選定及び解
職における認定所轄庁の許可については厚生労働省令に委任する旨の規定及び代表理事の選
定及び解職における認定所轄庁の許可については厚生労働省令に委任する旨の規定

１６２条 罰則
　法１３４条の委託募集の特例において、職業安定法の届出や停止等の命令に違反したとき
の罰則を追加

１６３条 罰則
　法１３４条の委託募集の特例において、職業安定法の報告及び虚偽の報告又は立ち入り調
査の拒否等並びに守秘義務に違反したときの罰則を追加



社会福祉連携推進法人に関する事項

〇 社会福祉連携推進認定

１ その設立の目的について、社員の社会福祉に係る業務の連携を推進し、並びに地域における良質か

つ適切な福祉サービスの提供及び社会福祉法人の経営基盤の強化に資することが主たる目的であるこ

と。

２ 社員の構成について、社会福祉法人その他社会福祉事業を経営する者又は社会福祉法人の経営基

盤を強化するために必要な者として厚生労働省令で定める者を社員とし、社会福祉法人である社員の

数が社員の過半数であること。

３ 社会福祉連携推進業務を適切かつ確実に行うに足りる知識及び能力並びに財産的基礎を有するも

のであること。

４ 社員の資格の得喪に関して、イの目的に照らし、不当に差別的な取扱いをする条件その他の不当条

件を付していないものであること。

５ 定款において、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第 11 条第１項各号に掲げる事項のほ

か、必要事項を記載し、又は記録していること。



社会福祉連携推進法人に関する事項

〇 所轄庁による監督等の社会福祉法人に関する規定の準用等

１ 社会福祉連携推進法人の所轄庁は、社会福祉法人に関する規定を準用するものとすること。

（第 131 条関係）

２ 社会福祉連携推進法人の計算、解散及び清算、役員等並びに社会福祉連携推進認定をした所轄庁

（３）において「認定所轄庁」とい う。）による監督等については、社会福祉法人に関する規定を準用す

るものとすること。（第 138 条第１項、第 141 条、第 143 条第 １項及び第 144 条関係）

３ 社会福祉連携推進法人の代表理事の選定及び解職は、認定所轄庁の認可を受けなければ、その効力

を生じないものとすること。（第 142 条関係）



社会福祉連携推進法人に関する事項

〇 所轄庁の認定等

１ 「社会福祉連携推進業務」を行おうとする一般社団法人は、基準に 適合する一般社団法人であること

についての所轄庁の認定（以下 「社会福祉連携推進認定」という。）を受けることができるものとするこ

と。

（第 125 条関係）

２ 社会福祉連携推進認定の申請は、社員の氏名又は名称、社会福祉連 携推進業務を実施する区域等

を記載した社会福祉連携推進方針その他厚生労働省令で定める書類を添えてしなければならないもの

とす ること。（第 126 条関係）

３ 所轄庁は、社会福祉連携推進認定の申請をした一般社団法人が次に 掲げる基準に適合すると認める

ときは、当該法人について社会福祉連携推進認定をすることができるものとすること。

（第 127 条関 係） 所轄庁の認定等



.

④合併・事業譲渡について

合併、事業譲渡について考えてみましょう
また、会計基準の定めもありますので、確認を
してみましょう



解散と合併（施設経営法人のみ）

施設経営法人 解散 合併

平成１０年 １２，６０５ ０ ５

平成１１年 １２，９８８ ４ ３２

平成２６年 １７，３７５ ７ １４（２）

平成２７年 １７，４８２ ４ ９（１）

平成２８年 １８，１０１ １４ ２２

平成２９年 １８，１８６ １１ １０（１）

平成３０年 １８，４１７ ９（１） １２（１）

令和元年 １８，３４５ １２ ２０

福祉行政報告例から

※（ ）内の数字は、島根県の状況



合併や事業譲渡に関する考え

令和元年度厚生労働省社会福祉推進事業「社会福祉法人の事業拡大等に関する調査研究事業」
におけるアンケート調査結果





合併

• 社会福祉法に規定されている合併は、社会福祉法人間のみ認められている

社会福祉法第 49 条（吸収合併契約）
社会福祉法人が吸収合併（社会福祉法人が他の社会福祉法人とする合併であって、合併により消滅する社会

福祉法人の権利義務の全部を合併後存続する社会福祉法人に承継させるものをいう。（中略））をする場合には、
吸収合併契約において、吸収合併後存続する社会福祉法人（中略）の名称及び住所その他厚生労働省令で定め
る事項を定めなければならない。

社会福祉法第 54 条の５（新設合併契約）
２以上の社会福祉法人が新設合併（２以上の社会福祉法人がする合併であって、合併により消滅する社会福祉

法人の権利義務の全部を合併により設立する社会福祉法人に承継させるものをいう。（中略））をする場合には、
新設合併契約において、次に掲げる事項を定めなければならない。



事業譲渡

• 社会福祉法に事業譲渡の規定はないが、取引行為の一類型であるため、合意・契約
により、事業譲渡等は可能

特定の事業を継続していくため、当該事業に関する組織的な財産を他の法人に譲渡・譲受すること
であり、土地・建物などの単なる物質的な財産だけではなく、事業に必要な有形的・無形的な財産の
すべてを他の法人に譲渡・譲受すること

社会福祉法人定款例の記載
基本財産を処分し、又は担保に供しようとするときは、理事会及び評議員会の承認を得て、所轄庁

の承認を得なければならない。

※事業用財産の処分が可であることから、「事業譲渡」についても可であると解釈される。









合併・事業譲渡等における留意点
・ 地域の福祉サービスを安定的に継続していくことが期待されている

・ 合併や事業譲渡等により、社会福祉法人の公益性・非営利性が損なわれていると疑念を与えないようにすることが必要

・ 平成28年改正法は、こうした社会福祉法人の合併・事業譲渡等を行う場合には、理事会等において、その目的、相手方

となる法人の経営理念等や事業継続に重要な財務的要素の調査分析、合併・事業譲渡等後の事業計画などを十分議論

し、社会福 祉法人として意思決定していくことが必要

・ 公益性と非営利性を改めて確認し、徹底することを主な目的

・ 社会福祉法人は地域福祉の担い手として、公益性・非営利性を担保するために様々な規制があり、合併・事業譲渡等の

際は、これらの規制に抵触しないことは勿論のこと、国民に対する説明責任を果たしていくことが必要な点を十分に留意す

る必要があります。



１.合併又は事業譲受の会計処理

根拠通知：下記のいずれの通知も令和３年４月１日から適用

〇 「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱いについて」の一部改正について（令和

⒉年９月１１日社援発０９１１第１号社会・援護局長ほか連名通知）（「以下「運用上の取扱い」という。）

〇 「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱いについて」の一部改正に係るQ&Aの送

付について（令和３年３月２８日事務連絡福祉基盤課長通知）（「以下「Q&A」という。）

運用上の取扱いでは、組織再編の会計処理を行うにあたり、まず複数の組織が結合する時の経済的な実態が「統合」か「

取得」かの判定を行います。

次に「結合」又は「取得」の場合の会計処理を示しています(運用上の取扱い20(1)から20(3))。

また、ここで、「支配」とは、「結合の当事者の一方が福祉サービスの提供を継続するために事業の財務及び経営方針を左

右する能力を有している」ことを言い(運用上の取扱い20(1))、

なお、基本的には、被結合組織において結合日前日における決算手続を行い、結合時の適正な帳簿価額を引き継ぐこと

になります。ただし、被結合組織の期首から結合時までに重要な取引が行われておらず結合組織の財務への影響が限定

的である場合には、期首に結合が行われたとみなして、期首の適正な帳簿価額を引き継ぐことも可能としています(Q&A問1

及び答)。



結合の手法 取扱い 理由

合併 統合 持分がないため対価が支払われることはなく、結合当事者の一方が他方の事業の支配を
獲得することが想定されないため

事業の譲受け 原則として取得 事業の価値に見合った対価の受け払いがある場合、事業に対する支配を獲得したと認
められるため

以上を踏まえたうえで、合併又は事業の譲受けが「結合」か「取得」かの判定を行うことによりそれぞれが採用すべき会計処理

を示しています(運用上の取扱い20(4))。

なお、事業の譲受けにあたって、結合組織が事業の財務及び経営方針を左右する能力を有せず、事業の支配を獲得し

ていないと解される場合は、「統合」と判定される可能性があるとしています(Q&A問2及び答)。

形態 定義
結合組織の会計処理(結合される組織(
被結合組織)の負債及び負債の受入価
額)

統合 結合の当事者のいずれもが、他の法人を構成する事業の支配を獲得し
たと認められない場合

結合時の適正な帳簿価額

取得 ある法人が、他の法人を構成する事業の支配を獲得する場合 結合時の公正な評価額

「結合」と「取得」の定義について



Q&A 項目 会計処理

問3及び答
(統合のケース)

被結合組織の過去の誤謬の修正 結合組織への引き継ぎ前に修正

会計方針の統一 結合組織への引き継ぎ後に勘定科目残高
を修正

問4及び答
(統合のケース)

基本金及び国庫補助金等特別積立金の引き継ぎ それぞれ帳簿価額で引き継ぎ

問5及び答
(事業の譲渡のケース)

譲渡資産・負債の純額と受取対価の差額 損益処理

基本金の取り崩し 事業廃止かつ固定資産廃棄等を伴い、要
件に該当する場合は取り崩し(注)

組織再編のその他の会計処理は以下のとおりです。

(注)運用上の取扱い12「基本金の取崩しについて」に従い取り崩す。



注記の項目 合併 事業の譲渡 事業の譲受け

①概要
a 組織再編の相手先の名称
及び事業の内容

b 組織再編を行った主な理
由

c 組織再編日
d その他

aからc
d 種類(吸収合併又は新設合
併)、吸収合併の場合の合併
存続法人の名称

aからc aからc

②採用した会計処理 〇 〇 〇

③計算書類に含まれている相
手先の業績の期間

〇 〇 〇

④相手先の対象事業の拠点
区分、資産及び負債の額並
びにその主な内訳

〇 〇 〇

⑤消滅法人において、期首か
ら合併日直前までに役員及
び評議員に支払った又は支
払うこととなった金銭の額とそ
の内容

〇 - -

２.合併及び事業譲渡等の注記の記載

組織再編の計算書類の注記は次のようになります(運用上の取扱い20(5))。



執務で参考となる資料

〇「社会福祉法人の事業展開に係るガイドライン」
（令和2年9月11日付け社援基発0911第2号厚生労働省社会・援護局福祉基盤課長通知）

〇「社会福祉法人の事業展開のあり方に関する指針」
（-地域の福祉を守り抜く未来志向の法人運営に向けて-）事業譲渡編ver.1
（全国社会福祉法人経営者協議会：令和2年9月14日）

〇社会福祉法人の「合併・事業譲渡等マニュアル」
（令和２ 年９ 月11日付け事務連絡厚生労働省社会・援護局福祉基盤課通知）

〇社会福祉連携推進法人の運営の在り方等に関する検討会
審議経過及びとりまとめられた報告書の詳細は、下記のURLを参照してください。
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_14486.html


